
４  問い合わせ・苦情相談の状況 

 

  個人情報の取扱いに伴う苦情相談や個人情報保護についての問い合わせに応じるため、県庁の情報

公開課及び各地域県政総合センター内に個人情報相談窓口を平成２年１０月から設置しています。 

  平成１８年度の相談件数を内容別に見ると、表－１０のとおりです。 

    相談件数は、全部で３５４件となっています。内容別に見ますと、問い合わせが３２７件、苦情

が２７件となっています。 

    問い合わせでは、事業者登録関係が最も多く、３１１件となっています。 

    苦情相談については、事業者に対する県民からの苦情が２４件あり、その内容としては、個人情

報の入手先に関するものや事業者の窓口対応に関するものが多く見られました。 

 

 

     （表－１０）       問 い 合 わ せ 、 苦 情 相 談 件 数 一 覧                                               （単位：件） 

項 目                      県 民             事 業 者             合 計             

 開示請求等関係         ０          ０          ０ 

 その他県保有関係         ０          ０          ０ 

 指針関係         ０         ０         ０ 

 事業者登録関係         ０      ３１１      ３１１ 

 その他民間保有関係       １２         ０        １２ 

 制度全般        ２         ２         ４ 

問 

い 

合 

わ 

せ 

   小        計      １４      ３１３      ３２７ 

 事業者への苦情       ２４           ０        ２４  

 その他の苦情         ３          ０          ３ 
苦相 

情談 

   小        計        ２７           ０         ２７ 

合            計  ４１  ３１３  ３５４ 
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５  実施機関の事務登録の状況 

 

平成１８年度末の実施機関における個人情報取扱事務の登録事務数は２，６４１件となっていま

す。 

登録の対象となる事務は、個人を検索し得る形で個人情報が記録された行政文書（以下「個人情

報記録」といいます。）を使用し、取り扱う事務が対象となります。なお、例外として、県等の職

員の個人情報で専ら職務の遂行に関するもの及び一般に入手し得る刊行物等の個人情報記録は登録

の対象から除いています。 

登録された２，６４１件の事務の内訳は、知事部局が１，８０８件、その他実施機関が８３３件

となっています。 

次に類型数ですが、３，４３１件となっており、一事務あたり平均約１．３件の類型数となって

います。この類型数とは、個人情報記録から検索し得る個人の類型をいい、例えば、講習の事務に

おいて講師の個人情報と受講者の個人情報がある場合は、一事務に二つの類型があることとなり、

登録簿にはこの二つの類型のそれぞれについて、個人情報の項目名等取扱いの内容を記載すること

となります。 

また、文書件名数は７，９３３件となっています。この文書件名数とは、個人情報記録の主なも

のがその事務に何件あるかということで、例えば、許認可の事務で個人情報記録に申請書、許可台

帳、廃止届の３件の文書（名称）がある場合には、文書件名数は３件となります。なお、実施機関

別の登録事務数等の内訳は、表－１２のとおりです。 

登録された事務は、個人情報事務登録簿に登載され、県政情報センター及び地域県政総合センタ

ー県政情報コーナーに配架され、県民の皆さんが自由に見ることができます。 
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(表－12) 個人情報取扱事務登録件数一覧（実施機関別・部局別） 

（平成19年3月31日現在） 

実施機関名 事務数 類型数 文書件名数 

 知 事  1,808 2,213 4,520 

   総  務  部 100 120 298 

   企  画  部 105 121 202 

   安 全 防 災 局 63 80 183 

   県  民  部 222 290 536 

   環 境 農 政 部 296 332 529 

   保 健 福 祉 部 551 685 1,534 

    商 工 労 働 部 157 196 394 

    県 土 整 備 部 270 330 706 

   出  納  局 16 20 71 

    県政総合センター等 28 39 67 

   

 議     会 45 53 129 

 公営企業管理者 77 87 261 

 病院事業管理者 31 59 164 

 教 育 委 員 会 225 289 807 

  選挙管理委員会 32 44 70 

  人 事 委 員 会 46 57 162 

  監  査  委  員  33 35 72 

 公 安 委 員 会 1 1 2 

 警 察 本 部 長 267 507 1,459 

  労 働 委 員 会 31 33 100 

  収 用 委 員 会 16 23 80 

  海区漁業調整委員会 23 23 87 

  内水面漁場管理委員会 6 7 20 

 合     計  2,641 3,431  7,933 
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６  事業者の業務登録の状況 

 

(1) 登録の件数 

    平成１８年度の個人情報取扱業務登録制度の登録件数は、廃止届の件数を差引後、事業者数１０

４、業務数１７９でした。（既に登録した業務のある事業者が、別の業務を登録した場合には、再

度事業者数には計上していません。）この結果、平成１８年度末に業務登録簿に登録してある件数

は、事業者数８，２２５、業務数１４，５０５となりました。 

   なお、個人情報取扱業務登録は、事業者の業務ごとに登録されることから、一事業者で複数の業 

務を登録している場合があります。 

 

(2) 登録の内訳 

  個人情報取扱業務の登録状況は表－１３のとおりですが、平成１８年度に登録の多かった業種は

不動産取引業や社会福祉施設等です。 

   制度開始以来今までに登録のあった事業者及び業務で特に件数の多いものは、不動産取引業者の

「不動産売買仲介業務」や「不動産賃貸借仲介業務」等及び設備工事業者（水道工事業者）の「給

水装置・排水設備工事施工に関する業務」の登録があげられます。 

 

(3) 登録事務の流れ 

    事業者から登録申請を受けた県は、各申請について個人情報保護審議会に諮問し、意見を聴いた

  うえで登録をしています。登録事業者には、登録のあった業務ごとに個人情報取扱業務登録済証が

 交付されますので、事業者は店頭等に掲示することができます。また、登録済みマーク（通称ＰＤ

  マーク）を登録した業務に関係する書類等に使用することもできます。登録業務に関して個人情報

 の取扱いの概要が記載された申請書の別紙は、登録簿として綴られ、県政情報センター及び地域県

 政総合センター県政情報コーナーに配架され、県民の皆さんが自由に見ることができます。これに

 より、県民の皆さんは取扱いの概要を知ることができ、自己情報等への関与や、事業者を選択する

 上でのひとつの目安としても利用できるようになっています。 
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（表－１３）    個 人 情 報 取 扱 業 務 の 登 録 状 況                                

                                                          （平成１９年３月３１日現在） 

  平成18年度    合    計            備                    考 

     業           種 事業者 業務 事業者  業務  

○農業 

・園芸サービス業 

○漁業 

   

 

  

 

 

2

 

5

 

あしがら園芸、櫻井造園土木株式会社 

・水産養殖業        1     2 神奈川県栽培漁業協会 

○建設業      

・設備工事業    16  16 1,274 1,283 神奈川県水道工事業協同組合組合員事業者等給・排水

設備工事事業者、電気工事事業者 

・総合工事業     1   1    15    19 奈良建設、三洋建設、パナホーム神奈川南、谷津建

設、グローバル、東洋建販、桜建築事務所プロットＫ

・職別工事業      1   1 ロックシステム 

○製造業      

・化学工業等     3   4    45    55 富士写真フィルム､イセト紙工､神奈川県農協茶業セン

ター、法文社､ｱｺｰﾀﾞｰ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ﾌｫｰﾑ､光ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾑ等 

○電気･ガス･水道･熱供

給業 

                 

・電気業       1     1 東京電力 

・ガス業       4     4 東京瓦斯、小田原瓦斯、二宮ガス、秦野瓦斯 

・水道業       1     1 神奈川県下水道公社 

○運輸・通信業      

・鉄道業       8    17 小田急電鉄、京王帝都電鉄、京浜急行電鉄、相模鉄

道、東京急行電鉄、江ノ島電鉄、箱根登山鉄道、湘南

モノレール 

・道路旅客運送業等            14    18 神奈川県観光、箱根登山ハイヤー、神奈川中央交通、

川崎鶴見臨港バス、金港交通 

・旅行業等 

 

・運輸に附帯するサービ

ス業 

 

 

    

 

 

   

   16

 

1

 

   23

 

    1

横浜ｼﾃｨ･ｴｱ･ﾀｰﾐﾅﾙ､光陽観光企画､日本交通公社、阪急

交通社等旅行業者、箱根町観光協会等 

ハッソー 

・通信業      5   5 東日本電信電話、国際電信電話､日本高速通信､第二電

電､日本テレコム 

○卸売・小売業、飲食店      

・繊維・衣服等卸売業          5     8 ダイハツ業販神奈川、日商エレクトロニクス、日立京

商、東陽実業 

・各種商品等小売業           16    26 丹沢ｱｸｱﾎﾞﾄﾗﾘｰ､生協神奈川ゆめｺｰﾌﾟ､全日本海員生協､和

田電気、さいか屋､小田急商事､横浜そごう、京急百貨

店等 

・コンビニエンスストア     110   110 スリーエフ、ファミリーマート、セブン－イレブン・

ジャパン、ローソン及びフランチャイズ店 

・自動車小売業    1   1    23    23 ホンダベルノ横浜､ﾎﾞﾙﾎﾞｶｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ､座間三菱自動車

販売､西湘三菱自動車販売等神奈川県自動車販売店協

会会員事業者 

・ＬＰガス販売業等           554   568 神奈川県エルピーガス協会会員事業者、ガソリンスタ

ンド 

・薬局           84   100 ササヤ薬局、ノバ・ファーマシー、ヘルスアンドヘル

ス、ナレッジ、ヘルスケア、江ヶ崎薬局、吉山  守等
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  平成18年度   合    計              備                    考 

     業          種 事業者 業務 事業者  業務  

○卸売・小売業、飲食店 

（続き） 

     

・飲食料品小売業 

・家具・建具・じゅう器

小売業 

 

   

 

  

    1

    2

    3

    2

ジェクックサービス（介護保険事業） 

日本宗教用具、戸塚日本堂 

・その他の小売業 

・一般飲食店 

   2 

   

  2 

   

   21

    3

   23

    3

協立マリン、インテック、向井秀人、メディピア等 

イケダ興産、宮古寿司、若葉寿司 

○金融・保険業      

・銀行・信託業      10    12 横浜銀行､駿河銀行､清水銀行､中部銀行､東海銀行､静

岡中央銀行､住友信託銀行､第四銀行､安田信託銀行等 

・農林水産金融業       2     3 神奈川県信用農業協同組合連合会、神奈川県信用漁業

協同組合連合会 

・信用金庫･信用組合･労

働金庫・貸金業 

           69    75 湘南信用金庫、中南信用金庫、神奈川県労働金庫、さ

がみ信用金庫、平塚信用金庫、中栄信用金庫、芝信用

金庫等 

・補助的金融業等       1     1 神奈川県労働者信用基金協会 

・保険業等           100   102 青沼俊雄(保険媒介代理業)､地方公務員災害補償基金

県支部、神奈川県農業共済組合連合会､協栄生命保険､

日産火災海上等 

○不動産業      

・不動産取引業    25  69 2,991 6,762 神奈川県宅地建物取引業協会会員事業者、全日本不動

産協会会員事業者 等 

・不動産賃貸・管理業       3   3 小田原地下街､シスコム・ジャパン、横濱不動産管理 

○サービス業      

・物品賃貸業            12    13 イーグル、レザン（ビデオレンタル業者）、柴橋商

会、介護用品アイワ、日昌医療、レンタルカジタ等 

・旅館、ホテル等        428   429 神奈川県旅館環境衛生同業組合組合員事業者等旅館、

ホテル業者 

・理・美容業等       

 

   81    84 神奈川県美容環境衛生同業組合組合員美容院、エステ

ティックサロン、ビューロジェネロ、桐ヶ谷工業所等

・その他の個人サービス

業 

    6   6    174   182 結婚相談仲介サービス業者､在宅入浴サービス業者、

在宅介護サービス業者、霊園経営業者 

・映画業        2     2 ビデオアイランド（ビデオ制作販売業者） 

・娯楽業            7     7 神奈川県公園協会、三崎マリン、四季等 

・放送業 

・自動車整備業 

 

     

 

    

    1

  1

    1

    1

寒川ケーブルテレビ 

ボデーショップ浜名 

・クレジットサービス       5     5 エヌシーヨコハマ、横浜専門店会、第一専門店会、エ

ヌシーヨコスカ、全川崎専門店会 

・協同組合       △1    48    91 箱根温泉協同組合、大島デパート商業協同組合、農業

協同組合､管工事業協同組合等 

・情報サービス業等     8   10   151   202 販促情報サービス、マリオネット、電算サトウ、

TOKAI SOFTLAND、神奈川電算、小田原ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ等 

・事業サービス業          71   107 神奈川県雇用開発協会、神奈川県土地建物保全協会、

湘南国際村協会、労働保険事務組合､高齢者生きがい

事業団等 

・専門サービス業    11   11   377   397 神奈川県職業能力開発協会､神奈川県都市整備技術ｾﾝﾀ

ｰ､神奈川県農業公社､EMCI(英会話塾)､ｶﾙﾁｬｰ、日本着

物着付士協会等 

・生活関連サービス業     1    1     6     6 清水康益社、友善社、三宝、にしづか等 
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  平成18年度   合    計              備                    考 

     業          種 事業者 業務 事業者  業務  

○サービス業（続き）      

・医療業    11   13   200   422 日本赤十字社県支部､川崎･横浜公害保健ｾﾝﾀｰ､県腎･ｱｲ

ﾊﾞﾝｸ､共共生会､藤沢市保健医療財団、徳洲会、保健科

学研究所等 

・保健衛生              5     8 かながわ健康財団、神奈川県予防医学協会、神奈川県

労働衛生福祉協会、結核予防会神奈川県支部 

・廃棄物処理業     2    3    11    12 かながわ海岸美化財団、小田原市清掃協会、藤沢市興

業公社､川崎市リサイクル環境公社 

・学校教育      36    38 東海大学、朗峰学園、東京工芸大学、文教大学学園、

浅野工学園、石綿和裁学院、大谷学園、金子教育団、

川瀬学園等 

・職業訓練､社会教育等              9    19 神奈川県工業技術研修センター、神奈川能力開発セン

ター、神奈川青少年工作指導協会、前場資料館、山本

民俗資料館等 

・社会保険       3    25 神奈川県国民健康保険団体連合会、公立学校共済組合

神奈川支部、地方職員共済組合神奈川県支部 

・社会福祉協議会        37   458 松田町､神奈川県､開成町､小田原市､逗子市､山北町､大

井町､中井町､南足柄市､寒川町､二宮町､箱根町等社会

福祉協議会 

・社会福祉施設等    15   37   959 2,196 老人福祉・身体障害者更生援護・精神薄弱者援護施

設、保育所、介護保険関係業務の提供等 

・学術研究機関   △1  △3     5    15 神奈川科学技術アカデミー､神奈川高度技術支援財団､

国際生態学センター、かながわ学術研究交流財団等 

・政治・経済・文化団体   △1        178   471 神奈川文学振興会､県中小企業団体中央会､県商工会連

合会､県商工会議所連合会、県看護協会、ピースデポ

等 

・その他の事業サービス

業 

    4    9    23    33 訪問介護サービス提供事業者、湘南写真工芸社（ﾏｲｸﾛ

ﾌｨﾙﾑ作成） 

・その他のサービス業             12    22 神奈川県工業協会、神奈川県企業庁サービス協会、ケ

イエスピー、山北町環境整備公社、神奈川県国際交流

協会等 

     合          計   104  179 8,225 14,505  

 

（注） 平成１８年度の事業者及び業務数は、年度中の廃止件数を控除したものです。     
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７  実施機関における個人情報に係る事故・不祥事の状況 

 

  県では、平成18年度（９月以降）から新たに実施機関における個人情報の漏えい等（漏えい、滅失、

き損）の事故・不祥事（以下「事故等」という。）が発生したときに適切な対応がとれるよう、実施

機関ごとに「個人情報に係る事故・不祥事対応要綱」を策定しました（公安委員会及び警察本部長に

ついては、同要綱の策定はなく別途の対応となっています。）。 

 同要綱に基づき対応した事故等の件数は、全部で９件となっています。 

 実施機関別の件数の内訳は、知事が８件（88.9％）、教育委員会が１件（11.1％）となっています。

知事における部局別の内訳は、総務部が２件（22.2％）、保健福祉部が４件（44.4％）、県土整備部及

び出納局に係るものが１件（11.1％）、出納局が１件（11.1％）となっています。 

 

  （表－１） 

 

実施機関 件数

総務部 ２ 

保健福祉部 ４ 

県土整備部・出納局 １ 

知 

 

事 

出納局 １ 

教育委員会 １ 

合 計 ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、事故等の類型別の件数の内訳は、紛失・誤廃棄が４件（44.4％）、誤送付・誤送信が４件

（44.4％）、その他漏えいが１件（11.1％）となっています。 

 

  （表－２） 

類 型 件数 

紛失・誤廃棄 ４ 

誤送付・誤送信 ４ 

その他漏えい １ 

合 計 ９ 

 

 

 

 

 

 

 事故等の対象となった個人情報の種類別の件数の内訳は、県民に係る情報が７件（77.8％）、職員

等に係る情報が２件（22.2％）となっています。また、これらを個人情報により識別できる本人の数

の規模別にみますと、１～５人が７件（77.8％）、６～４９人が１件（11.1％）、５０～９９人が１件

（11.1％）と小規模なものが多くなっています。 

 なお、これらの事故等のうち、８件が職員によるもの、１件が職員及び受託業務従事者によるもの

となっています。 
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  （表－３） 

 
１～ 

５人

６～ 

49人 

50～

99人 

100人

以上
合計

県民に係

る情報 
５ １ １ － ７ 

職員等に

係る情報 
２ － － － ２ 

 ７ １ １ － ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、これらの事故等の条例違反の状況ですが、「目的外提供の制限」及び「安全性の確保措置」

の違反が５件（55.6％）、「安全性の確保措置」のみの違反が４件（44.4％）となっており、すべての

事故等において、「安全性の確保措置」違反となっています。 

 

  （表－４） 

 
条例違反の状況 件数 

「目的外提供の制限」及び

「安全性の確保措置」違反 
５ 

「安全性の確保措置」違反 ４ 

合 計 ９ 

 

 

 

 

 

 事故等に対する対応状況ですが、事案の公表や本人への連絡などによる本人等への情報提供、再発

防止策については、９件すべての事故等において対応がなされています。また、情報の回収を行った

ものが４件（44.4％）、関係者の処分が行われたものが１件（11.1％）となっています。 

 

  （表－５） 

 
事故等への対応状況 件数 

本人等への情報提供 ９ 

再発防止策 ９ 

個人情報の回収 ４ 

関係者の処分 １ 
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